
 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

No 法律名 施行期日 主な内容 備 考 
① デジタル社会形成 

基本法 
2021.9.1 【デジタル社会の形成に関する重点計画を作成】 

・先端技術を活用したデジタル社会の形成を推進 

 

IT 基本法の廃止 

 

② デジタル庁設置法 2021.9.1 【内閣にデジタル庁を設置】 

・方針に関する総合調整、企画立案 

・国の情報システムの導入、運用、管理 

・自治体情報システムの改善 

・マイナンバーに関する管理 

職員 500 人規模 

うち 120人程度が民間登用 

③ デジタル社会の形
成に図るための関
係法案の整備に関
する法律 

2021.9.1 
※個人情報保
護制度見直し
は公布日から
1 年以内 
 

【個人情報の保護に関する関係法律の整備】 

・行政手続きのオンライン化 

・個人情報保護制度の見直し 

 

④ 公的給付の支給等
の迅速かつ確実な
実施のための預貯
金口座の登録等に
関する法律 
 

公布日から 
２年以内 

【公的給付の支給の迅速かつ確実な実施】 

・公的給付を迅速に行うオンライン申請 

・口座情報の登録 

 

特別定額給付金のような

公金給付において、迅速な

給付が可能となる。 

⑤ 預貯金者の意思に
基づく個人番号の
利用による預貯金
口座の管理等に関
する法律 
 

公布日から 
３年以内 

【マイナンバーを利用した口座情報の管理】 

・マイナンバーと口座情報の紐づけ 
 

⑥ 地方公共団体情報
システムの標準化
に関する法律 

2021.9.1 【国と自治体の情報システム標準化、共通化】 

・自治体に対し、国の基準に適合した情報システム
の利用を義務付け 

・主要 17 業務の情報システム標準化 

国が地方自治体を支援 

（基金を創設） 

2025 年度までに主要 17 業

務の標準化を完了させる

計画 

 

 

① デジタル庁の新設(2021.9.1) 

② 新型コロナウイルス感染症拡大で顕在化した課題への対応 

③ 急速な少子高齢化の進展への対応、その他の国が直面する課題にも対応 

④ 個人情報保護制度の見直し 

⑤ マイナンバーの更なる活用を推進 

⑥ 地方自治体の情報システムを標準化し、その利用に努める 

◆ デジタル改革関連６法の成立について 2021.5.12 参議院本会議で成立 

 報 告 事 項 

2021/5/17 
政策開発部 ＤＸ戦略課 

１ 要 旨 

※主要 17 業務 

児童手当、住民基本台帳、選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、就学、国民健康保険、
国民年金、障害者福祉、後期高齢者医療、介護保険、生活保護、健康管理、児童扶養手当、子ども・子育て支援 

２ 各法の概要等 
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